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第１章 計画の策定について 
 

１ 趣旨 
 

本市では，これまで，時代の変化や市民ニーズに対応しながら，公共施設①

の取得や整備を進め，老朽化した施設については修繕や改修を行うなど，施

設の維持や機能の向上を図ってきました。 
また，本市は，市町村合併により多くの施設を保有しており，さらに，現

在保有している全ての施設を維持していくためには，多額の財政負担を伴う

ことから，平成25年度に，既に個別計画を策定している市営住宅等の施設を

除く，219施設を対象とした「今後の公共施設のあり方に関する基本方針」

および「今後の公共施設のあり方に関する基本方針に基づく『各施設の今後

の方向性』について」を策定し，公共施設として必要な機能の維持に配慮し

ながら，施設数の削減や規模の見直しなど，施設の維持管理や更新等の経費

縮減に取り組んでいるところです。 
一方，国においては，平成25年11月にインフラ施設② を対象として，中長

期的な維持管理や更新等に係るトータルコスト③ の縮減や予算の平準化を図

るとともに，維持管理や更新に係る産業の競争力を確保するための方向性を

示すものとして「インフラ長寿命化基本計画」を策定し，国や地方公共団体

等が一丸となってインフラの戦略的な維持管理や更新等を推進することとし

たほか，平成26年４月には，こうした国の動きと歩調を合わせ，各地方公共

団体に対して，公共施設等④ について総合的かつ計画的な管理を推進するた

めの計画(公共施設等総合管理計画)を，平成28年度末までに策定するよう要

請しています。 
このようなことから，本市においても，今後の人口減少や厳しい財政状況

を踏まえ，将来的な財政負担の軽減や平準化を図り，公共施設を維持管理す

るため，インフラ施設を含めた全ての公共施設等を対象とした「函館市公共

施設等総合管理計画」を策定し，市民や議会と情報を共有しながら，長期的

な視点に立ち総合的に管理していくこととします。 
 
２ 計画期間 
 

  本計画は，人口規模や財政状況等を考慮しながら進める必要があることか 

ら，計画期間を平成28年度から平成37年度までの10年間とします。 

 
 

①公共施設：本市が保有する建築物その他の工作物を指します。 

②インフラ施設：道路，橋りょうおよび上下水道等を指します。 

③トータルコスト：中長期にわたる一定期間に要する公共施設等の建設，維持管理，更新等の

経費の合計をいいます。 

④公共施設等：公共施設およびインフラ施設の総称です。 
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３ 対象施設 
 

対象とする施設は，本市が保有する全ての公共施設等とします。 
なお，公共施設の用途分類については，平成24年に総務省が公表した「公

共施設等更新費用試算ソフト」に基づき分類しています。 
 
【図１－１ 公共施設等の範囲】 

 
 
４ 取組体制および情報共有 
 
 本計画の推進を図るために，全庁的な取組体制として，副市長や関係部局

長で構成する推進本部や，その下部組織となる庁内検討会議を設置し，計画

を進める上で課題となった案件については，必要に応じて協議を行います。 

また，事務局（財務部管理課）において情報を管理し，集約することで，

各個別計画の進捗管理を行い，全庁的に情報共有を図ります。 
 

【図１－２ 全庁的な取組体制】 
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５ 計画の位置付け 

 

 本計画は，函館市基本構想⑤ のもと，函館市都市計画マスタープラン⑥ 等

のまちづくりに関する計画との整合性を図りながら，まちづくりの視点や財

政の見通しを踏まえ，取り組みを進めていきます。 

  また，個別計画は，本計画を具体的に実施するための計画とします。 

 

【図１－３ 計画の位置付け】 

 

 

⑤函館市基本構想：長期的な視点に立ち，目指すべき将来像と，その実現に必要なまちづくり

の基本的な方向性や目標などを示すものです。 

⑥函館市都市計画マスタープラン：都市計画法第18条2の規定により市町村が定める長期的な

まちづくりの方向性を示す都市計画の基本方針です。 
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第２章 人口および財政の状況 

 

１ 人口の推移と将来推計 

 

本市の人口は，昭和55年(1980年)の345,165人をピークに，以降は減少し続

け，平成22年(2010年)には279,127人となり，この30年間で66,038人減少して

います。 

また，平成２年(1990年)以降は，高齢化が急速に進み，平成22年(2010年)

における高齢化率では北海道平均の24.7％や全国平均の23.0％を上回る

27.5％となっています。 

今後の人口の推移について，平成27年度に策定した「函館市人口ビジョン」

では，人口の将来展望を，高位，中位，低位の３区分で推計し，そのうち中

位推計によると，平成72年(2060年)の本市の人口は133,773人，高齢化率は

42.1％になり，人口減少や高齢化率がさらに進行すると見込んでいます。 

 

【図２－１ 人口構成と推移】 

 

（国勢調査および函館市「函館市人口ビジョン（平成27年10月）」[中位推計]

を基に作成） 
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２ 財政の現状と推移 
 
 歳入，歳出の状況について全国の中核市平均と比較すると，歳入では，安

定的な財源である市税の占める割合が低く，国の制度に左右される地方交付

税の占める割合が高い状況にあります。歳出では，生活保護費などの扶助費⑦ 

の割合が高く，人件費や扶助費，公債費を合わせたいわゆる義務的経費⑧ の

占める割合が高い状況にあります。 
 また，過去５年間の推移を見ると，歳入では市税および地方交付税がほぼ

横ばいですが，扶助費が多いことなどから国・道支出金は増加傾向にあり，

歳出では扶助費や，新規施設の整備等により投資的経費⑨ が増加傾向にあり

ます。 
今後については，歳入では人口減少による市税や地方交付税の減少，歳出

では高齢化に伴い，更なる扶助費の増加が見込まれるなど，厳しい財政状況

になるものと予測されます。 
 

【図２－３ 普通会計歳出決算額の推移】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（函館市「財政の現状（平成 27 年 12 月）」より） 
 
 
⑦扶助費：社会保障制度の一環として生活困窮者，高齢者，児童，心身障害者等に対して行っ

ている様々な支援に要する経費です。 

⑧義務的経費：任意に削減できない極めて硬直性が強い経費であり，人件費，扶助費および公

債費をいいます。 

⑨投資的経費：道路，橋りょう，公園，学校，公営住宅の建設等社会資本の整備等に要する経

費であり，普通建設事業費，災害復旧事業費および失業対策事業費をいいます。 
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第３章 公共施設等の現状と今後の課題 

 

１ 公共施設の現状 

 

（１）用途分類ごとの施設状況 

本市が保有する公共施設は，平成26年度末時点で650施設あり，総延床面

積は1,304,247㎡となっています。 

また，総延床面積に対する用途分類ごとの割合を見ると，小・中学校等

の学校教育系施設が全体の29.7％，公営住宅が27.9％を占め，割合が高い

状況にあります。 

 

【図３－１ 用途分類ごとの延床面積割合】 

 

 

市民文化系施設
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2.0%
行政系施設
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27.9%
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供給処理施設

5.4%

医療施設

5.0%
その他

11.0%

1,304,247㎡

総延床面積

用途分類 延床面積(㎡) 施設数 主な施設

市民文化系施設 46,142 58 市民会館，芸術ホール，女性センターなど

社会教育系施設 33,242 28 公会堂，北洋資料館，縄文文化交流センタ－など

スポーツ・レクリエーション系施設 43,253 29 熱帯植物園，市民プール，戸井ウォーターパークなど

産業系施設 19,247 11 臨海研究所，産業支援センターなど

学校教育系施設 387,781 76 小学校，中学校，市立函館高等学校など

子育て支援施設 16,318 36 保育園，児童館など

保健・福祉施設 25,629 12 総合福祉センター，老人福祉センターなど

行政系施設 81,166 64 本庁舎，支所，消防本部など

公営住宅 364,455 65 市営住宅

公園 8,029 44 管理棟，便所など

供給処理施設 69,776 32 清掃センター，浄水場，汚水処理場など

医療施設 65,153 3 函館病院，恵山病院，南茅部病院

その他 144,056 192 貸建物，斎場，公衆便所，港湾管理事務所など

計 1,304,247 650



 

7 
 

（２）用途分類ごとの整備状況 

本市においては，昭和45年(1970年)以降に多くの施設を建築し，築30年

を経過している施設が全体の59％を占めている状況にあるため，今後，多

くの施設において大規模改修や建替えの必要性が見込まれます。    

また，築50年を経過している施設の割合を見ると社会教育系施設が38％，

学校教育系施設が19％を占め，他の用途分類に比べて割合が高い状況にあ

ります。 
 
【図３－２ 用途分類ごとの建築年別延床面積】 

 
 
【図３－３ 用途分類ごとの経過年数別延床面積割合】 
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２ 主なインフラ施設の現状 
 

（１）道路の整備状況 

平成26年度末時点において，道路延長は1,285,140ｍあり，そのうち舗装

延長は，道路延長の75.3％にあたる967,759ｍとなっています。 

なお，平成16年(2004年)に戸井町，恵山町，椴法華村および南茅部町の

３町１村と合併したことにより，平成17年度(2005年度)に道路延長および

舗装延長が急増しています。 
 
【図３－４ 道路延長・舗装延長の推移】 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
（２）橋りょうの整備状況 

平成26年度末時点において，橋りょうは251橋あり，そのうち法定耐用年

数の築60年を経過したものは，全体の2.4％にあたる６橋となっています。 
 

【図３－５ 橋りょう整備面積】 
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（３）上水道（簡易水道を含む）および下水道の整備状況 

平成26年度末時点において，上水道延長は1,330,741ｍ，下水道延長は

1,335,252ｍとなっています。 

また，上水道延長のうち約0.4％にあたる4,694ｍ，下水道延長のうち，

約0.6％にあたる8,672ｍが60年⑩ を経過しています。 

 

【図３－６ 上水道整備延長】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図３－７ 下水道整備延長】 
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３ 公共施設等の今後の課題 
 

本章では，これまで公共施設や主なインフラ施設の整備状況について述べ

てきましたが，ここでは，多くの公共施設等において更新時期を迎える今後

40年間について，現状の施設数や規模を変えずに公共施設等を維持した場合

の更新経費⑪ を試算します。 

なお，試算にあたっては，平成24年に総務省が公表した「公共施設等更新

費用試算ソフト」に基づき算出します。  
 

（１）公共施設の更新経費の見込み 

現在，本市が保有している公共施設について，今後40年間における更新

経費を試算すると，約5,477億円となり，１年あたりの更新経費は，約137

億円となる見込みです。 

また，過去５年間の更新経費の平均約114億円と比較すると，今後１年あ

たりの更新経費では約23億円，40年間の累計では約920億円を超える更新経

費の増額が必要になります。 
 

【図３－８ 公共施設の更新経費の見込み】 

 
【試算条件】 

※1 大規模改修実施年数を30年,建替更新年数を60年として経費を試算しています。 

※2 築60年以上の公共施設の建替経費および築31年以上築50年未満の公共施設の大 

規模改修経費については，直近の10年間に均等に配分しています。 

※3 築51年以上築60年未満の公共施設については，建替えの時期が近いので，大規 

模改修は行わず，築60年を経た年度に建替えを実施することとしています。 

※4 大規模改修の期間を２年，建替えの期間を３年としています。 

※5 平成27年度の更新経費は，過去５年間の平均値としています。 

⑪更新経費：大規模改修や建替えに係る経費を指します。維持管理経費は含みません。 
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（２）主なインフラ施設の更新経費の見込み 

公共施設と同様に，インフラ施設について，今後40年間における更新経

費を試算すると，約3,580億円となり，１年あたりの更新経費は，約90億円

となる見込みです。 

また，過去５年間の更新経費の平均約41億円と比較すると，今後１年あ

たりの更新経費では約49億円，40年間の累計では約1,960億円を超える更新

経費の増額が必要になります。 

 

【図３－９ インフラ施設の更新経費の見込み】 

 

【試算条件】 

※1 道路は，舗装道路を15年で打換えするものとし，総面積に単価を乗じ，15年で 

除したものを１年間の更新経費として試算しています。 

※2 橋りょうは，60年で更新するものとして試算しています。 

※3 上下水道は，更新実績等を考慮し経過年数60年で更新するものとして試算して 

います。 

※4 試算時点で更新年数を既に経過しているものについては，直近の10年間に均等 

に配分しています。 

※5 平成27年度の更新経費は，過去５年間の平均値としています。 
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（３）公共施設等の今後の課題 

公共施設およびインフラ施設の更新経費を合算すると，今後40年間の更

新経費総額は約9,057億円となり，１年あたりの更新経費は約227億円にな

ると見込まれます。 

また，過去５年間の更新経費の平均約155億円と比較すると，今後１年あ

たりの更新経費では約72億円，40年間の累計では約2,880億円を超える更新

経費の増額が必要になます。 

さらに，公共施設等の更新経費について，過去５年間の平均と今後40年

間の平均を基に，市民一人あたりの負担額を比較すると，図３－11に示す

とおり，40年後には人口減少に伴い，約2.68倍になると見込まれます。  

そのため，今後の財政負担を軽減するには，施設保有総量を縮減し，更

新経費の平準化を図るなどの対策が必要となってきます。 

  

【図３－10 公共施設等の更新経費の見込み】 

 
 

【図３－11 市民１人あたりの負担額（参考）】 
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第４章 公共施設等の管理に関する基本方針 

 

 前章までの人口，財政および公共施設等の状況や推計から，人口減少に伴う

公共施設等の更新に係る負担が増加することや施設の更新時期が集中すること

が見込まれるため，次の３項目を本計画の基本方針として，取り組みを進める

こととします。 

 

  【基本方針】 

① 必要な施設機能の維持に配慮しながら保有総量の縮減を図る。 

② 計画的に施設の点検や修繕を実施し，長寿命化を図る。 

③ 施設の耐震化や安全性の確保を図る。 

 

１ 施設保有総量縮減の推進 

 

（１）施設の統廃合および複合化 

本市では，今後，人口減少や更新経費の増加などにより，公共施設の更

新に伴う市民一人あたりの負担額の増加が見込まれるため，施設の保有総

量を縮減し，施設数や規模の適正化を図ることで，維持管理や更新に伴う

経費を縮減します。 
また，施設の保有総量を縮減する際には，必要な機能の維持に配慮し，

防災の視点，まちづくりの視点等を考慮しながら，統廃合や複合化などに

取り組むこととします。 
なお，インフラ施設については，統廃合等による保有総量の縮減が難し

いため，計画的に施設の点検や修繕の実施により長寿命化を図るなど，更

新経費の縮減に努めます。 
 

【図４－１ 施設の統廃合・複合化のイメージ】 
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（２）施設保有総量の縮減目標 

現状の施設数や規模を変えずに公共施設を維持するには，試算上，１年

あたり137億円の更新経費が必要と見込まれます[p10 第３章３(1)より]。 

しかし，今後の人口減少に比例して，歳入も減少すると仮定した場合，

現在114億円支出している更新経費は10年後(2025年)には，12.1％減少し，

100億円程度しか見込めません[下記 図４－２より]。 

よって，１年あたりの更新経費を137億円から100億円にするには，計画

期間の10年間では，総額203.5億円を縮減する必要があります。 

一方では，公共施設の総延床面積は1,304,247㎡あり[p６ 第３章１(1)よ

り]，全施設において大規模改修や建替えを行ったときの更新経費は総額

6,876億609万円⑬ になることから，１㎡あたりの更新経費は527,205円とな

ります。 

よって，203.5億円分の更新経費を延床面積に換算すると38,599㎡となる

ことから，施設保有総量の縮減目標を39,000㎡と設定します。 

 

【図４－２ 更新経費の縮減イメージ】 

 

 

 

⑬全ての施設において，大規模改修ならびに建替えを１回ずつ行った場合の更新経費総額です。 

 施設の用途分類ごとの延床面積および更新単価は，本書 p6および巻末資料を参照ください。 

 例）市民文化系施設 

更新経費＝大規模改修経費(46,142㎡×25万円/㎡)＋建替経費(46,142㎡×40万円/㎡) 
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②１㎡あたりの大規模改修や建替えの単価 

 6,876 億 609 万円÷1,304,247 ㎡ 

 ＝527,205円/㎡ 

 

③203.5億円分の延床面積 

 203.5億円÷527,205円/㎡ 

 ＝38,599㎡ ⇒ 39,000㎡ 
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２ 施設の維持管理，修繕および更新等の推進 
 

本市が保有する公共施設等については，施設管理者による日常的な点検や

法令等に基づく定期点検を実施し，計画的に劣化や損傷を修繕することで，

施設の長寿命化を図ります。 
また，施設の長寿命化を図り，ライフサイクルコスト⑭ を縮減することで，

施設の維持管理や更新に伴う財政負担の軽減を目指します。 
なお，施設の更新にあたっては，民間の技術やノウハウ，資金等を活用す

ることで財政負担を軽減できる場合もあるため，ＰＰＰ⑮ ／ＰＦＩ⑯ 手法の

導入についても検討します。 
 

【図４－３ 長寿命化のための維持管理イメージ】 

 
 

３ 耐震化の推進および安全性の確保 
  

公共施設は，災害時において避難所など防災拠点施設として重要な機能を

果たすことから，順次，耐震診断を実施し，耐震補強が必要な施設について

は耐震改修を行い，耐震化を進めます。 
また，点検や診断等により，異常が認められた場合には，速やかに修繕等

を実施し，施設の安全性の確保に努めます。 
なお，施設に危険性が認められた場合や，老朽化により今後の利用を見込

めない場合には，速やかに用途を廃止し，順次，解体等を行うものとします。 
 

⑭ライフサイクルコスト：建設，補修，解体費等の施設に投入する総費用のことです。 

⑮ＰＰＰ：ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸ・ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄ・ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟの略。公共サービスの提供に民間が参画する手法

を幅広く捉えた概念で，民間資本や民間のノウハウを利用し，効率化や公共サービ

スの向上を図るものです。 

⑯ＰＦＩ：ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄ・ﾌｧｲﾅﾝｽ・ｲﾆｼｱﾃｨﾌﾞの略。公共施設の設計，建設，維持管理，運営等につ

いて民間の資金，経営能力や技術的能力を活用し，効率的で質の高い公共サービス

を提供する事業手法のことです。 
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今後の維持管理計画
従来の維持管理計画

新築時

大規模改修

大規模改修

修繕が必要

修繕

修繕

修繕
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第５章 計画の推進について 

 

１ ＰＤＣＡサイクル 

 

本計画は，ＰＤＣＡサイクルにより，Ｐｌａｎ（計画），Ｄｏ（実行）， 

Ｃｈｅｃｋ（評価），Ａｃｔｉｏｎ（改善）を継続的に実施することで，効率

的，効果的に推進します。 

また，各個別計画も同様に，ＰＤＣＡサイクルを活用し推進します。 

 

【図５－１ ＰＤＣＡサイクル】 

 
 

２ 市民および議会への情報提供等 

 

  本計画は，「必要な施設機能の維持に配慮しながら保有総量の縮減を図る」，

「計画的に施設の点検や修繕を実施し，長寿命化を図る」，「施設の耐震化や

安全性の確保を図る」の３つの基本方針に基づき取り組みを進めますが，公

共施設の廃止や統廃合，複合化等の実施にあたっては，施設利用者をはじめ

とする市民との合意形成に努めるとともに，必要に応じてパブリックコメン

ト手続きを実施し，さらには，適宜，市民や議会と情報を共有しながら，取

り組むこととします。 

 

３ 次期計画について 

 

  計画期間の終了時には，人口や財政の状況等を踏まえ，本計画を検証し，

次期計画を策定するものとします。 

 

 

Ｐｌａｎ

Ａｃｔｉｏｎ Ｃｈｅｃｋ

Ｄｏ
・計画策定
人口，財政,施設の状況
基本的な考え方

・課題の検討
・計画の改善
・次期方針の決定

・計画の現状把握
・課題の抽出

・計画の実施
・個別計画の作成，実施

函館市公共施設等

総合管理計画



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

巻 末 資 料  
 

「公共施設等更新費用試算ソフト」について 

 

  １ ソフトの基本的な考え方                   

 

  ２ 対象とする公共施設等について                

 

  ３ 更新経費の試算方法について                 
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[巻末資料] 「公共施設等更新費用試算ソフト」について 

 
 本ソフトは，一般財団法人自治総合センターが平成23年３月に公表した「公

共施設及びインフラ資産の更新に係る費用を簡便に推計する方法に関する調査

研究」に基づき作成したもので，試算方法や更新単価等の考え方（概要）は次

のとおりとなっています。 

 

１ ソフトの基本的な考え方 

 

本ソフトは，物価の変動，落札率，国庫補助制度や地方財政制度の変更等，

様々な要因により更新経費の試算方法が複雑化することを避け，地方公共団

体の規模によらず簡便に推計でき，将来必要になる更新経費を概ね把握する

ために作成されたソフトです。 

 

２ 対象とする公共施設等について 

 

学校，病院等の公共施設ならびに道路，橋りょう，上水道および下水道の

インフラ施設に対する投資的経費が，市町村の投資的経費の大部分を占める

と仮定し，これらを本ソフトによる更新経費の対象とします。 

 

３ 更新費用の試算方式について 

 

（１）基本的な考え方 

公共施設の種類ごとに，耐用年数の経過後に現在と同じ延床面積で更新

すると仮定して，延床面積等の数量に更新単価を乗じたものを更新費用と

して試算します。 

道路は，全整備面積を15年で割った面積を１年間の舗装部分の更新量と

仮定し，橋りょう，上水道および下水道については，整備年度ごとの数量

に更新単価を乗じて試算します。 

 

（２）耐用年数・更新の考え方 

 

① 公共施設 

建築物については，標準的な耐用年数(日本建築学会「建築物の耐久計画

に関する考え方」)の60年で建替えると仮定します。 

一方，建物附属設備（電気設備や昇降機設備等）および配管の耐用年数

は概ね15年であることから，２回目の改修となる建設後30年に建築物の大

規模改修を行うと仮定し，その後30年で建替えると仮定します。 

なお，試算の時点で建設時からの経過年数が31年以上50年までのものに

ついては，今後10年間で均等に大規模改修を行うと仮定し，建設時より51

年以上経ているものについては建替えの時期が近いため，大規模改修は行

わずに60年を経た年度に建替えると仮定します。 
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② 道路 

道路の耐用年数については，平成17年度国土交通白書によると，道路改

良部分は60年，舗装部分は10年となっていますが，更新費用の試算におい

ては，舗装の打換えについて算定することが現実的と考えられるため，舗

装部分の耐用年数と舗装部分の一般的な供用寿命（12年から20年）を踏ま

え15年とし，舗装部分を15年で割った面積を毎年度更新すると仮定します。 

 

③ 橋りょう 

整備した年度から法定耐用年数の60年を経た年度に更新することとし，

構造が鋼橋であるものは鋼橋で更新しますが，それ以外の構造の場合はＰ

Ｃ(ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽﾄ·ｺﾝｸﾘｰﾄ)橋として更新すると仮定します。 

 

④ 上水道および下水道 

整備した年度から60年※を経た年度に更新すると仮定します。 
 

※ 本市では，劣化状況に応じて更新しているため，実態に即し，60年で更新

するものとします。 

 

（３）更新単価の設定の考え方 

 

① 公共施設 

建築物の種類ごとの更新（建替え）と大規模改修の単価については，建

築物の種類により建物の構造等が異なることから，大規模改修の単価を建

替えの６割として，用途別に４段階の更新単価（建替え）を設定します。 

また，建築物の更新に伴う建築コストの地域差については，国土交通省

の新営予算単価による地域別工事費指数では，東京を100とした地域別の 

差は概ね±10の範囲であるため，地域差は考慮しないこととします。 

なお，建替えに伴う解体や仮移転費用，設計料等については，更新単価

に含むものとします。 

 

② 道路 

道路の更新単価については，「道路統計年報2009」（全国道路利用者会

議）で示されている平成19年度の舗装補修事業費（決算額）を舗装補修事

業量で割って算定したものとし，自転車歩行者道は，一般的に通常の車道

の舗装版厚の半分程度であることを踏まえ，道路単価に道路打換え工の㎡

単価（土木工事費積算基準単価）の比率を乗じたものを単価とします。 

 

③ 橋りょう 

橋りょうの更新単価については，道路橋の工事実績（道路橋年報）によ

り，ＰＣ橋は425千円／㎡，鋼橋は500千円／㎡とします。 
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④ 上水道 

上水道の更新単価については，導水管および送水管と配水管に分類し，

それぞれ管径別に単価を算出します。 

 

⑤ 下水道 

下水道の更新単価については，更生管のときは布設替えを前提とし，コ

ンクリート管等その他の管のときは更生工法（地面を掘り起こさずに下水 

道の管路を更生する工法）を前提とします。 

 

【更新費用の考え方】 

 
 

【更新単価（公共施設）】 

 

区分

公共施設 整備年度ごとの延床面積

道　　路 全整備面積を15で割った面積

橋りょう 整備年度ごとの構造別の面積

上 水 道 整備年度ごとの管種別および管径別の延長

下 水 道 整備年度ごとの管種別および管径別の延長

更新費用

× 更新単価

建替え 大規模改修

市民文化系施設 40万円／㎡ 25万円／㎡

社会教育系施設 40万円／㎡ 25万円／㎡

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設 36万円／㎡ 20万円／㎡

産業施設 40万円／㎡ 25万円／㎡

学校教育系施設 33万円／㎡ 17万円／㎡

子育て支援系施設 33万円／㎡ 17万円／㎡

保健・福祉系施設 36万円／㎡ 20万円／㎡

行政系施設 40万円／㎡ 25万円／㎡

公営住宅 28万円／㎡ 17万円／㎡

公園 33万円／㎡ 17万円／㎡

供給処理施設 36万円／㎡ 20万円／㎡

医療施設 40万円／㎡ 25万円／㎡

その他 36万円／㎡ 20万円／㎡

用途分類
更新単価
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【更新単価（インフラ施設）】 

 

 

「一般財団法人自治総合センター『公共施設及びインフラ資産の更新に係る費用を簡

便に推計する方法に関する調査研究報告書』（平成23年３月）より」 

更新単価

4,700円／㎡

2,700円／㎡

425千円／㎡

500千円／㎡

300mm未満 100千円／ｍ

300～500mm 114千円／ｍ

500～1,000mm未満 161千円／ｍ

150mm以下 97千円／ｍ

200mm以下 100千円／ｍ

250mm以下 103千円／ｍ

300mm以下 106千円／ｍ

350mm以下 111千円／ｍ

400mm以下 116千円／ｍ

450mm以下 121千円／ｍ

550mm以下 128千円／ｍ

600mm以下 142千円／ｍ

700mm以下 158千円／ｍ

800mm以下 178千円／ｍ

900mm以下 199千円／ｍ

1,000mm以下 224千円／ｍ

124千円／ｍ

134千円／ｍ

道路
（舗装）

橋りょう

上水道

下水道

インフラ施設

道路

自転車歩行者道

ＰＣ橋，ＲＣ橋，石橋，木橋，他

鋼橋

導水管／送水管

配水管

コンクリート管，陶管，塩ビ管，他

更正管
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